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労働安全衛生法に基づく化学物質の管理について



従前の化学物質規制（特化則等による個別具体的規制を中心とする規制）
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具体的な措置義務
（※特別規則）

がかかってるのは、
この範囲。

大阪の胆管がん（ジクロロプロパン）、福井の膀胱がん（オルト－トルイジン）も当時はココ

化学物質の
労働災害の
８割はここ
で発生



これまでの規制の後追い事例
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3

大阪の会社で、胆管
がん（９人が死亡す
る労災）が１０年前
にありその後、規制
が強化。

福井県で、膀胱がん。
７人が労災と認定され、
その後、規制が強化。

★このような事後の対策でなく、自律的な管理に移行
する動きとなっています。



見直し後の化学物質規制の仕組み（自律的な管理を基軸とする規制）
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国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数万種類にのぼり、その中には、危険性や

有害性が不明な物質が多く含まれます。化学物質を原因とする労働災害（がん等の遅発性

疾病を除く。）は年間450件程度で推移しており、がん等の遅発性疾病も後を絶ちません。

これらを踏まえ、新たな化学物質規制の制度（下図）が導入されました。

（順次、ラベル表示・SDS交付の義務化が進められている）



ラベル表示・ＳＤＳ等による通知の義務対象物質の追加
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⚫今後のラベル・SDS義務対象への追加候補物質は、(独)労働者健康安全機構労働安全衛生    

総合研究所化学物質情報管理研究センターのウェブサイトにCAS登録番号付きで公開され   

ています。https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.html



リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務
（ 1 ）労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される濃度の低減措置
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① 労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度を、以下の方法等で

最小限度にしなければなりません。

１ 代替物等を使用する

２ 発散源を密閉する設備、局所排気装置

または全体換気装置を設置し、稼働する

３ 作業の方法を改善する

４ 有効な呼吸用保護具を使用する

実施時期と手法等 ： （厚生労働省通達の抜粋）「リスクアセスメント」とは、法第57条の３第１項の規
定により行われるリスクアセスメントをいうものであり、安衛則第34条の２の７第１項に定める時期にお
いて、化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針（平成27年９月18日付け危険性又は
有害性等の調査等に関する指針公示第３号）に従って実施すること。
ただし、事業者は、化学物質のばく露を最低限に抑制する必要があることから、同項のリスクアセスメン
ト実施時期に該当しない場合であっても、ばく露状況に変化がないことを確認するため、過去の化学物質
の測定結果に応じた適当な頻度で、測定等を実施することが望ましい。

最小限度の基準はないが、リスクアセスメントの結
果を踏まえて可能な限り最小限に抑えること。
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リスク低減措置①～④の具体的な事例
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リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務
（ 1 ）労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される濃度の低減措置
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② リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えることで労働者に健康障

害を生ずるおそれがない物質として厚生労働大臣が定める物質（濃度基準値設定物質）は、

労働者がばく露される程度を厚生労働大臣が定める濃度の基準（濃度基準値）以下としな

ければなりません。

2024(R6).4.1施行

（厚生労働省通達の抜粋）「厚生労働大臣が定める濃度の基準」については、順次、大臣告示で定め
ていく予定であること。本規定の労働者のばく露の程度が濃度基準値以下であることを確認する方法に
は、次に掲げる方法が含まれること。
① 個人ばく露測定の測定値と濃度基準値を比較する方法、

作業環境測定（Ｃ・Ｄ測定）の測定値と濃度基準値を比較する方法
② 作業環境測定（Ａ・Ｂ測定）の第一評価値と第二評価値を濃度基準値と比較する方法
③ 厚生労働省が作成した ＣＲＥＡＴＥ－ＳＩＭＰＬＥ等の数理モデルによる推定ばく露濃度と濃度
基準値と比較する等の方法

「 厚生労働省  クリエイト シンプル 」 で検索
        （支援ツールの活用）

濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく露したおそれがあるときは、
速やかに、医師等による健康診断を実施しなければなりません。



濃度基準値設定物質について
「推定ばく露濃度」  と比較する方法
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クリエイト・シンプルは、サービス業など幅広い業種に
むけた簡単な化学物質リスクアセスメントツールです。 

支援ツール
の活用

使
用
す
る
化
学
物
質
、
作
業
条
件
、
取
扱
状
況
を
入
力

リスクの
レベルが
決定される



リ ス ク ア セ ス メ ン ト 対 象 物 に 基 づ く 措 置 の 内 容 と 労 働 者 の ば く 露 の 状 況 に つ い て の 労
働 者 の 意 見 聴 取 、 記 録 作 成 ・ 保 存
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・リスクアセスメント対象物に基づく措置の内容と労働者のばく露の状況についての労働者の

意見聴取、記録作成・保存

リスクアセスメントに基づく低減措置の内容と労働者のばく露の状況について、労働者の意

見を聴く機会を設け、 記録を作成し、３年間保存しなければなりません。

ただし、がん原性のある物質として厚生労働大臣が定めるもの（がん原性物質）は30年間

保存です。

・リスクアセスメント対象物以外の物質にばく露される濃度を最小限とする努力義務

リスクアセスメント対象物以外の物質も、労働者がばく露される程度を、最小限度にするよ

うに努めなければなりません。

労働者の意見を聞く機会の例
・安全衛生委員会(労働者数５０名以上の場合)
・労働者数が５０人未満の事業者など、委員会を
設けるべき事業者以外の事業者は、安全又は衛生
に関する事項について、関係労働者の意見を聴く
ための機会を設けるようにしなければなりません。



皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止
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・皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止

皮膚・眼刺激性、皮膚腐食性または皮膚から吸収され健康障害を引き起こしうる化学物質

と当該物質を含有する製剤を製造し、または取り扱う業務に労働者を従事させる場合には、

その物質の有害性に応じて、労働者に障害等防止用保護具を使用させなければなりません。

① 健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物質を製造し、または取り扱う業務に

従事する労働者

▶ 保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋または履物等 適切な保護具を使用する

② 健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の物質を製造し、または

取り扱う業務に従事する労働者（①の労働者を除く）

▶ 保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋または履物等 適切な保護具を使用する



がん原性物質の作業記録の保存
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・がん原性物質の作業記録の保存

リスクアセスメント対象物のうち、労働者にがん原性物質を製造し、または取り扱う業務を

行わせる場合は、その業務の作業歴を記録しなければなりません。

また、その記録を30年間保存しなければなりません。

（厚生労働省通達の抜粋）本規定におけるがん原性物質を製造し、又は取り扱う労働者に関する
記録については、晩発性の健康障害であるがんに対する対応を適切に行うため、当該労働者が離職
した後であっても、当該記録を作成した時点から30年間保存する必要があること。

「労働者の氏名、従事した作業の概要及び当該作業に従事した期間並びにがん原性物質により著し
く汚染される事態が生じたときはその概要及び事業者が講じた応急の措置の概要」の記録に関し、
従事した作業の概要については、取り扱う化学物質の種類を記載する、又はＳＤＳ等を添付して、
取り扱う化学物質の種類が分かるように記録すること。また、出張作業で作業場所が毎回変わるも
のの、いくつかの決まった製剤を使い分け、同じ作業に従事しているのであれば、出張等の都度の
作業記録を求めるものではなく、当該関連する作業を一つの作業とみなし、作業の概要と期間をま
とめて記載することで差し支えないこと。

胆管がん、膀胱がんな
どがん等の遅発性疾病
が後を絶たないため。30年保存 ： 特別管理物質等に限定  → （対象拡大） がん原性物質



化学物質管理者の選任
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職務
内容

・化学物質管理者の選任



化学物質管理者の選任
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化学物質の管理に関わる業務を適切に実施できる能力を有する者

リスクアセスメント対象物の
製 造 事 業 場

専門的講習※の修了者または
同等以上の者（告示参照）

リスクアセスメント対象物の
製造事業場以外の事業場

資 格 要 件 な し
（専門的講習等の受講を推奨）

（厚生労働省通達の抜粋）「厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関する
講習」は、厚生労働大臣が定める科目について、自ら講習を行えば足りるが、
他の事業者の実施する講習を受講させることも差し支えないこと。

（厚生労働省通達の抜粋） 「必要な能力を有すると認められ
る者」とは、安衛則第12条の５第１項各号の事項に定める業務
（リスクアセスメントの業務）の経験がある者が含まれること。

（化学物質を
取り扱う事業場 など）

（化学物質を製造する 事業場）

合計 １２時間

等 ： ６時間講習 （学科
のみ） 令和4年9月7日
厚生労働省通達による

免許（衛生工学 or 第一種衛生管理者）
所持者は、３時間の科目免除が可能。

科 目 時間

講

義

化学物質の危険性及び有害性並

びに表示等

２時間

30分

化学物質の危険性又は有害性等

の調査
３時間

化学物質の危険性又は有害性等

の調査の結果に基づく措置等
２時間

化学物質を原因とする災害発生

時の対応
30分

関係法令 １時間

実

習

化学物質の危険性又は有害性等

の調査及び結果に基づく措置等
３時間

化学物質の知識不足、管理
不足も災害要因であるため。



保護具着用管理責任者の選任
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・保護具着用管理責任者の選任



保護具着用管理責任者の選任②
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（３）職務

ア 保護具の適正な選択に関すること。

作業内容や環境、使用量等を踏まえたうえで、有効な保護具を選択することが重要。

イ 労働者の保護具の適正な使用に関すること。

労働者が適切に保護具を使用する確認及び教育を実施するなど。

ウ 保護具の保守管理に関すること。

労働者が使用している保護具に不備がないか、また、吸収缶の破過時間を超えたも

のを使用させないために、使用時間の管理も必要となる。



雇い入れ時等教育の拡充
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雇入時等の教育のうち、特定の業種では一部教育項目の省略が認められていましたが、今

回の改正により、危険性・有害性のある化学物質を製造し、または取り扱うすべての事業

場で、化学物質の安全衛生に関する必要な教育を行わなければなりません。

（厚生労働省通達の抜粋）
本規定の改正は、雇入れ時等
の教育のうち本条第１項第１
号から第４号までの事項の教
育に係る適用業種を、全業種
に拡大したもの。

・雇い入れ時等教育の拡充



化学物質を事業場内で別容器等で保管する際の措置の強化
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安衛法第57条で譲渡・提供時のラベル表示が義務付けられている化学物質

（ラベル表示対象物）について、譲渡・提供時以外も、以下の場合はラベル表示・文書の交付

その他の方法で、内容物の名称やその危険性・有害性情報を伝達しなければなりません。

• ラベル表示対象物を、他の容器に移し替えて保管する場合

• 自ら製造したラベル表示対象物を、容器に入れて保管する場合

（厚生労働省通達の抜粋）本規定は（中間略）保管を行う者と保管された対象物を取り扱う者が
異なる場合の危険有害性の情報伝達が主たる目的であるため、対象物の取扱い作業中に一時的に小
分けした際の容器や、作業場所に運ぶために移し替えた容器にまで適用されるものではないこと。

小分け缶、小分け容器に表示がな
く、取り扱い時の注意事項がわか
らず、災害が発生しているため。

要表示

その他の方法：使用場所への掲示など・化学物質を事業場内で別容器等で保管する際の措置



作業環境測定結果が第３管理区分の事業場に対する措置の強化

19

(1) 作業環境測定の評価結果が第３管理区分 

に区分された場合の義務

① 当該作業場所の作業環境の改善の可否と、

改善できる場合の改善方策について、外部の 

作業環境管理専門家の意見を聴かなければ    

なりません。

②  ①の結果、当該場所の作業環境の改善が  

可能な場合、必要な改善措置を講じ、その効果

を確認するための濃度測定を行い、結果を評価

しなければなりません。

改善の可否を※

作業環境管理専門家

に意見聴取

改善措置の実施

第３管理区分

（改善できず）

改善困難
と判断

呼吸用保護具による

ばく露防止対策の徹底

改善可能

と判断

改善措置効果確認

第３管理区分

（改善できず）

（新規則の要旨） １回目の測定で第３管理区
分と判定された後に措置を講じていないこと、
再測定していないことにより、第１または第
２管理区分となっていない場合も、意見聴取
が必要になります

※ 作業環境管理専門家の意見を聴き、それ
に基づく改善措置等を実施してもなお、第
３管理区分になれば、定期的な測定等が必
要になる。

１回目の測定

※ 再測定

・作業環境測定結果が第３管理区分の事業場に対する措置の強化



作業環境測定結果が第３管理区分の事業場に対する措置の強化②
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(2) (1)①で作業環境管理専門家が改善困難と判断した場合と

測定評価の結果が第３管理区分に区分された場合の義務

① 個人サンプリング測定等による化学物質の濃度測定を行い、

 その結果に応じて労働者に有効な呼吸用保護具を使用させること。

② ①の呼吸用保護具が適切に装着されていることを確認すること。

③ 保護具着用管理責任者を選任し、(2)と(3)の管理、特定化学物質作業主任者等の職務に

対する指導（いずれも呼吸用保護具に関する事項に限る。）等を担当させること。

④ (1)①の作業環境管理専門家の意見の概要と、(1)②の措置と評価の結果を労働者に周知

すること。

⑤ 上記措置を講じたときは、遅滞なくこの措置の内容を所轄労働基準監督署に届け出ること。

（厚生労働省通達の抜粋）有効な呼吸用保護具の選定にあたっての対象物質の濃度の測定において、
個人サンプリング測定等により行い、その結果に応じて、労働者に有効な呼吸用保護具を選定する趣
旨である。

（注） 第３管理区分における保護具着用管理責任者は、作業主任者と兼務できない。



作業環境測定結果が第３管理区分の事業場に対する措置の強化③
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(3) (2)の場所の評価結果が改善するまでの間の義務

① ６か月以内ごとに１回、定期に、個人サンプリング測定等による化学物質の濃度測定を

行い、その結果に応じて労働者に有効な呼吸用保護具を使用させること。

 

② １年以内ごとに１回、定期に、呼吸用保護具が適切に装着されていることを確認すること。

（厚生労働省通達の抜粋）・本規定は、作業環境管理専門
家の意見に基づく改善措置等を実施してもなお、第三管理区
分に区分された場所について、化学物質等へのばく露による
健康障害から労働者を守るため、定期的な測定を行い、その
結果に基づき労働者に有効な呼吸用保護具を使用させる等の
必要な措置の実施を義務付ける趣旨であること。

（注） 改善するまでの間、① ② が必要

「等」には、個人ばく露測
定が含まれるが、個人ばく
露測定は６か月ごとの作業
環境測定と兼ねることがで
きない。



作業環境測定結果が第３管理区分の事業場に対する措置の強化
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(4) その他

① 作業環境測定の結果、第３管理区分に区分され、上記(1)(2)の措置を講ずるまでの間の

応急的な呼吸用保護具についても、有効な呼吸用保護具を使用させること。

② (2)①と(3)①で実施した個人サンプリング測定等による測定結果、測定結果の評価結果を

保存すること（粉じんは７年間、クロム酸等は30年間）。

③ (2)②と(3)②で実施した呼吸用保護具の装着確認結果を３年間保存すること。

測定結果等の保存 （３年、７年、30年）
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